
２ ． 改正後の『 人材確保等促進税制』

改正後は、 国内設備投資要件を撤廃した上

で、 人材育成への投資特典としての教育訓練

費の上乗せはそのままに、 新卒・ 中途採用に

よる外部人材の獲得をメインとした『 人材確

保等促進税制』 へと生まれ変わります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

１ ． 従来の『 所得拡大促進税制』

中小企業者等が適

用できる『 所得拡大

促進税制』 は、 『 賃

上げ税制』 とは異な

り“ 賃上げ” の要件のみですが、 右上のよう

に2つあります。

これらの要件をすべて満たした場合の税額

控除は、 全体の賃上げ（ 増加額） がベースで

す。 また、 『 賃上げ税制』 と同様、 上乗せ措

置はありますが、 この場合の要件は『 賃上げ

税制』 と異なり、 教育訓練費の増加以外にも

税務情報 2021年4月号Zeimu

中小企業向けの 『所得拡大促進税制』

要件があります。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

２ ． 改正後の『 所得拡大促進税制』

改正により簡素化され、 賃上げ要件として

求められる値は“ 全体” のみとされました。

経済産業省HP「令和3年度経済産業関係税制改正について」https: //www.meti.go.jp/mai

n/yosan/yosan_ fy2021/pdf/zeisei.pdf

いずれの改正も、 令和3年4月1日以降開始

事業年度（ 個人（ 所得税） は令和4年分） か

ら適用開始となります。

 継続雇⽤者の賃上げ
要件

 全体の賃上げ要件

(※) 経済産業省HP「 令和3年度 経済産業関係 税制改正について」 https: //www. meti . go. j p/mai n/yosan/yosan_fy2021/pdf/zei sei . pdf
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改正電帳法 最終チェックフローチャート

　電子取引データは、電子帳簿保存法に定められたルールに従って保存しなければなりません。
ルールが守れているかどうか、どうすれば改正に対応できるのか、チェックしてみましょう。

いいえ

ディスプレイやプリンタ等は揃っていますか？  
はい 税務調査等で求められたとき、

すぐに電子取引データがプリントアウトできる環境が必要です。

いいえ

はい 保存している電子取引データについて、 
記録が改ざんできないようにしておく必要があります。

例：  タイムスタンプを付す いいえ
       訂正・削除履歴を残す
       事務処理規程を定めて遵守する いいえ

はい はい 次のいずれかの場合は、
検索機能まで求められません。

A) 基準期間（2 年（期）前）の
　　売上高が 5,000 万円以下
B) 電子取引データを

次の A)と B)の両方に対応する必要があります。 　　プリントアウトした紙を
はい いいえ 　　日付や取引先ごとに整理して

A) 日付又は金額について、範囲指定検索ができる 　　提示・提出できるようにしている
B) 日付・金額・取引先のうち、2 つ以上の
    任意の項目を組み合わせて検索できる

すぐに電子取引データがプリントアウトできる状態ですか？

改ざん防止の対策はしていますか？

検索機能①日付・金額・取引先で検索できますか？

検索機能②複雑な検索にも対応していますか？

対策は万全！

「ルールに従った保存」ができています

猶
予
措
置
の
検
討

検索機能不要の対

象ですか？

右下のA) か B)に該

当 しますか？

税務調査等で税務職員から求めがあったときに、

きちんとデータを提示・提出できるようにご準備

いただくことで、

「ルールに従った保存」になります

（できない場合は、猶予措置の検討へ）


